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論壇
は
じ
め
に

フ
リ
ン
ジ
・
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト

（
以
下
「
Ｆ
Ｂ
」
と
い
う
。）

と
は
、
企
業
が
給
与
の
外
に
個

人
に
与
え
る
種
々
の
利
益
を
さ

す
。
法
定
福
利
費
あ
る
い
は
福

利
厚
生
費
と
さ
れ
る
費
用
に
加

え
、
出
張
手
当
、
残
業
時
の
食

事
代
等
様
々
な
も
の
が
あ
り
、

一
般
的
に
福
利
厚
生
制
度
に
よ

り
得
ら
れ
る
利
益
、
あ
る
い
は

現
物
給
与
と
捉
え
ら
れ
る
。
我

が
国
の
福
利
厚
生
は
、
明
治
時

代
に
お
け
る
労
働
力
確
保
の
た

め
の
生
活
環
境
の
提
供
か
ら
、

人
材
の
確
保
と
定
着
を
目
的
と

し
た
戦
後
高
度
成
長
期
、
1
9

9
0
年
代
の
バ
ブ
ル
崩
壊
に
よ

る
業
績
悪
化
に
伴
う
福
利
厚
生

全
体
の
縮
小
を
経
て
、
現
在
は

少
子
化
を
伴
う
人
口
減
少
及
び

高
齢
化
に
直
面
し
、
そ
の
目
的

も
、
従
来
の
社
宅
や
保
養
所
に

代
表
さ
れ
る
「
施
設
投
資
型
福

利
厚
生
1
」
か
ら
、
ワ
ー
ク
・

ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
推
進
、

ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
経
営
な
ど

「
従
業
員
投
資
型
福
利
厚

生
2
」
へ
と
変
化
し
て
い
る
。

時
代
と
と
も
に
変
化
す
る
Ｆ
Ｂ

に
対
し
、
税
制
は
ど
う
対
応
す

べ
き
な
の
だ
ろ
う
か
。

Ｉ
�
フ
リ
ン
ジ
・
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト
を
め
ぐ

る
環
境
の
変
化

私
た
ち
の
働
き
方
が
変
化
し

て
い
る
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
の
拡
大
に
伴
い
、
い

わ
ゆ
る
「
三
密
」
を
避
け
る
た

め
の
対
策
と
し
て
緊
急
事
態
宣

言
が
発
令
さ
れ
た
こ
と
で
、
在

宅
勤
務
や
オ
ン
ラ
イ
ン
会
議
が

一
気
に
広
が
っ
た
。
そ
の
一
方

で
、
2
0
2
0
年
4
月
に
パ
ー

ト
タ
イ
ム
・
有
期
雇
用
労
働
法

の
施
行
と
同
時
に
、
労
働
契
約

法
・
労
働
者
派
遣
法
も
改
正
さ

れ
「
同
一
労
働
同
一
賃
金
」
の

実
施
に
至
っ
た
。
こ
れ
に
よ

り
、
福
利
厚
生
や
教
育
訓
練
に

つ
い
て
も
、
正
規
雇
用
と
非
正

規
雇
用
と
同
一
の
利
用
・
付
与

を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
企

業
の
人
件
費
が
高
騰
す
る
可
能

性
が
あ
り
、
各
種
手
当
や
福
利

厚
生
制
度
の
縮
小
・
廃
止
、
あ

る
い
は
手
当
を
廃
止
し
基
本
給

一
本
と
す
る
ジ
ョ
ブ
型
雇
用
の

導
入
な
ど
の
動
き
も
出
て
い

る
。

Ⅱ
�
フ
リ
ン
ジ
・
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト
を
め
ぐ

る
税
制

1
�
フ
リ
ン
ジ
・
ベ
ネ
フ
ィ
ッ

ト
の
課
税
上
の
問
題
点

Ｆ
Ｂ
は
、
所
得
税
法
第
36
条

第
1
項
の
「
金
銭
以
外
の
物
又

は
権
利
そ
の
他
経
済
的
な
利
益

の
価
額
」
に
該
当
す
る
が
、
Ｆ

Ｂ
に
か
か
る
非
課
税
を
利
用
す

る
こ
と
で
、
支
給
側
の
雇
用
主

は
損
金
と
す
る
こ
と
が
で
き
、

受
取
側
の
従
業
員
等
は
所
得
税

を
課
さ
れ
る
こ
と
な
く
経
済
的

利
益
を
享
受
で
き
る
こ
と
か

ら
、
課
税
所
得
の
侵
食
と
い
う

問
題
点
を
内
在
し
て
い
る
。
さ

ら
に
、
同
条
第
2
項
で
、
時
価

主
義
を
採
用
し
て
い
る
も
の

の
、「
経
済
的
な
利
益
」
の
評

価
が
困
難
で
あ
る
た
め
に
執
行

上
課
税
が
放
置
さ
れ
る
傾
向
に

あ
る
。

2
�
税
制
の
歪
み

Ｆ
Ｂ
は
、
課
税
上
、
水
平
的

公
平
及
び
垂
直
的
公
平
に
反
し

て
い
る
。
ま
た
、
通
達
に
よ
り

課
税
の
適
否
が
判
断
さ
れ
る
点

に
お
い
て
、
租
税
法
律
主
義
に

反
す
る
と
の
指
摘
も
あ
る
。
ま

た
、
通
達
が
発
出
さ
れ
た
当
時

と
現
在
を
比
較
し
、
も
は
や

「
時
代
が
違
う
の
で
は
な
い

か
」
と
思
わ
れ
る
も
の
と
し

て
、
所
得
税
基
本
通
達
36‐

32

（
使
用
者
が
負
担
す
る
少
額
な

保
険
料
等
）
に
関
し
て
は
、
協

会
け
ん
ぽ
の
従
業
員
負
担
額
が

1
日
あ
た
り
3
0
0
円
を
超
え

て
い
る
こ
と
か
ら
、
通
達
自
体

が
有
名
無
実
化
し
て
い
る
可
能

性
が
あ
る
。

Ⅲ
�
個
別
論
点

1
�
社
宅

所
得
税
基
本
通
達
36‐

41

（
小
規
模
住
宅
等
に
係
る
通
常

の
賃
貸
料
の
額
の
計
算
）
に
よ

れ
ば
、
小
規
模
住
宅
等
に
係
る

家
賃
は
、
1
か
月
あ
た
り
下
記

の
⑴
〜
⑶
の
合
計
額
以
上
を
受

け
取
っ
て
い
れ
ば
、
給
与
と
し

て
課
税
さ
れ
な
い
。

⑴
（
そ
の
年
度
の
家
屋
の
固

定
資
産
税
の
課
税
標
準

額
）
×
0
・
2
％

⑵
12
円
×
（
当
該
家
屋
の
総

床
面
積
（
㎡
）
／
3
・
3

（
㎡
））

⑶
（
そ
の
年
度
の
敷
地
の
固

定
資
産
税
の
課
税
標
準

額
）
×
0
・
22
％

当
該
通
達
は
、
賃
料
の
高
騰

を
規
制
す
る
こ
と
に
よ
り
国
民

の
住
宅
確
保
を
目
的
と
し
た
地

代
家
賃
統
制
令
を
基
に
し
て
い

る
。
1
9
5
1（
昭
和
26
）年
、

地
代
家
賃
統
制
令
に
お
け
る
統

制
額
の
算
式
は
上
記
通
達
36‐

41
の
算
式
と
同
一
で
あ
り
、
以

下
の
よ
う
に
説
明
さ
れ
て
い

た
。⑴

固
定
資
産
税
、
減
価
償
却

費
、
資
本
利
子
、
管
理

費
、
火
災
保
険
料
等
の
必

要
経
費

⑵
修
繕
費

⑶
地
代
相
当
額

例
え
ば
、
10
坪
の
ワ
ン
ル
ー

ム
に
つ
き
、
修
繕
費
を
計
算
す

る
と
月
1
2
0
円
、
10
年
居
住

と
し
て
僅
か
1
4
4
0
0
円
で

し
か
な
い
。
加
え
て
、
翌
年
の

1
9
5
2
（
昭
和
27
）
年
に
は

早
く
も
、
⑴
の
率
は
0
・
37
％

に
、
⑵
は
24
円
に
改
正
さ
れ
た

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
通
達
は
70

年
を
経
過
し
た
現
在
に
お
い
て

も
1
9
5
1
年
の
数
値
を
踏
襲

し
て
い
る
。
上
記
通
達
の
算
式

が
1
9
5
0
年
代
の
家
賃
の
高

騰
を
抑
え
る
た
め
の
統
制
額
の

算
式
を
用
い
続
け
て
い
る
こ
と

も
、
現
状
と
明
ら
か
に
乖
離
し

て
い
る
。
57
年
前
の
1
9
6
5

年
に
お
い
て
既
に
、
社
宅
居
住

者
の
み
に
特
典
を
与
え
る
必
要

は
な
い
と
い
う
指
摘
3
が
あ
っ

た
こ
と
を
見
過
ご
す
こ
と
は
で

き
な
い
。

社
会
保
険
料
の
標
準
報
酬
月

額
の
算
定
方
式
で
あ
れ
ば
、
固

定
資
産
税
評
価
額
が
把
握
で
き

な
い
借
上
社
宅
で
も
算
出
可
能

で
あ
る
こ
と
か
ら
、
同
方
式
へ

の
運
用
へ
の
切
替
え
が
有
用
で

あ
る
と
考
え
る
。

2
�
通
勤
費
用

オ
フ
ィ
ス
へ
の
出
社
が
当
然

で
あ
っ
た
今
ま
で
の
働
き
方

が
、
コ
ロ
ナ
禍
を
経
て
、
出
社

と
テ
レ
ワ
ー
ク
の
組
み
合
わ
せ

と
い
う
働
き
方
に
変
わ
り
、
定

着
化
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ

る
。
東
京
一
極
集
中
の
是
正
、

あ
る
い
は
地
方
活
性
化
の
観
点

か
ら
も
、
地
方
で
の
新
し
い
働

き
方
、
暮
ら
し
方
を
税
制
で
も

後
押
し
す
る
こ
と
が
、
今
こ
そ

求
め
ら
れ
て
い
る
の
で
は
な
い

だ
ろ
う
か
。
通
勤
手
当
も
、
交

通
費
と
同
様
、
業
務
遂
行
の
た

め
に
費
消
す
る
実
費
弁
償
性
を

有
し
て
い
る
の
で
あ
る
か
ら
、

通
勤
手
当
を
全
額
非
課
税
と
す

る
た
め
の
方
法
と
し
て
、
以
下

の
2
案
を
提
案
す
る
。

⑴
所
得
税
法
第
9
条
で
全
額

非
課
税
と
定
め
る
。

⑵
住
宅
手
当
等
と
同
様
、
一

旦
課
税
扱
い
と
す
る
も
の

の
、
特
定
支
出
控
除
を
給

与
所
得
者
の
必
要
経
費
枠

と
し
て
取
り
扱
い
、
給
与

所
得
控
除
後
の
金
額
か
ら

特
定
支
出
控
除
と
し
て
通

勤
手
当
を
全
額
控
除
す

る
。

⑴
に
つ
い
て
は
、
居
住
地
を

無
条
件
に
認
め
る
と
濫
用
の
お

そ
れ
が
あ
る
の
で
あ
れ
ば
、
国

内
居
住
に
限
定
す
る
縛
り
を
つ

け
て
も
良
い
。
オ
フ
ィ
ス
へ
の

通
勤
か
ら
解
除
さ
れ
、
仕
事
に

打
ち
込
む
こ
と
が
で
き
る
住
環

境
を
自
ら
選
ぶ
と
い
う
点
に
お

い
て
、
従
業
員
の
仕
事
の
パ
フ

ォ
ー
マ
ン
ス
向
上
に
も
寄
与
す

る
で
あ
ろ
う
。
⑵
に
つ
い
て

は
、
通
勤
手
当
を
課
税
対
象
と

す
る
こ
と
で
、
標
準
報
酬
月
額

の
計
算
と
も
整
合
す
る
。

従
業
員
の
居
住
地
域
の
制
限

を
撤
廃
し
た
企
業
、
あ
る
い
は

勤
務
場
所
を
自
宅
と
し
、
出
社

す
る
場
合
は
出
張
扱
い
と
し
た

企
業
も
登
場
し
て
い
る
。
通
勤

費
用
を
出
張
扱
い
と
す
る
こ
と

か
ら
、
旅
費
交
通
費
と
し
て
捉

え
る
こ
と
で
、
通
勤
手
当
そ
の

も
の
が
無
く
な
る
可
能
性
が
あ

る
。
Ｆ
Ｂ
の
一
態
様
で
あ
る
通

勤
手
当
が
、
働
き
方
を
抜
本
的

に
変
え
る
労
働
環
境
の
変
化
に

よ
り
、
実
費
弁
償
の
必
要
経
費

性
を
帯
び
る
こ
と
で
、
そ
の
性

質
を
変
容
さ
せ
て
い
る
。

Ⅳ
�
フ
リ
ン
ジ
・
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト
税

雇
用
主
が
従
業
員
及
び
そ
の

関
係
者
に
対
し
て
、
現
金
給
与

以
外
の
経
済
的
利
益
を
供
与
し

た
場
合
に
、
そ
の
経
済
的
利
益

に
対
し
雇
用
主
に
課
税
す
る
フ

リ
ン
ジ
・
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト
税

（
以
下
「
Ｆ
Ｂ
Ｔ
」
と
い
う
。）

を
採
用
す
る
国
が
あ
る
。
Ｆ
Ｂ

Ｔ
は
、
個
人
へ
の
課
税
に
比
べ

て
行
政
上
の
管
理
費
用
が
節
減

さ
れ
、
簡
便
で
効
率
良
い
課
税

を
行
い
う
る
。
確
か
に
、
Ｆ
Ｂ

Ｔ
は
、
Ｆ
Ｂ
で
の
給
付
を
よ
り

確
実
に
課
税
対
象
と
し
て
い
る

こ
と
か
ら
、
課
税
漏
れ
を
防
ぐ

こ
と
が
で
き
る
た
め
、
歳
入
確

保
の
手
段
と
し
て
機
能
し
て
い

る
4
。
ま
た
、
高
所
得
者
へ
の

受
益
相
当
分
に
対
し
課
税
を
行

う
こ
と
か
ら
受
益
者
相
互
間
の

不
公
平
性
を
解
消
す
る
面
が
あ

る
5
。
し
か
し
、
給
与
が
低
く

限
界
税
率
も
低
い
従
業
員
に
対

す
る
Ｆ
Ｂ
に
対
し
て
も
47
％

（
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
場
合
）

で
Ｆ
Ｂ
Ｔ
が
課
さ
れ
る
こ
と
に

な
る
点
に
つ
い
て
は
、
雇
用
主

に
と
っ
て
重
い
負
担
と
な
る
こ

と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
6
。
さ

ら
に
、
Ｆ
Ｂ
Ｔ
は
非
居
住
者
に

対
す
る
Ｆ
Ｂ
に
対
し
て
も
適
用

さ
れ
る
た
め
、
非
居
住
者
の
本

国
に
お
い
て
外
国
税
額
控
除
の

対
象
と
は
な
ら
ず
、
租
税
条
約

上
の
取
り
決
め
も
な
い
と
い
う

指
摘
も
あ
る
7
。

本
来
、
納
税
主
体
は
経
済
的

利
益
を
稼
得
し
た
者
で
あ
る
こ

と
に
鑑
み
れ
ば
、
雇
用
主
で
あ

る
法
人
に
対
す
る
課
税
は
代
替

手
段
に
過
ぎ
な
い
。
ま
た
、
Ｆ

Ｂ
の
供
与
者
が
国
や
地
方
公
共

団
体
等
法
人
税
を
課
さ
れ
な
い

者
で
あ
る
場
合
に
は
、
経
済
的

利
益
に
対
す
る
課
税
が
抜
け
落

ち
る
こ
と
と
な
り
、
い
た
ず
ら

に
Ｆ
Ｂ
を
増
大
さ
せ
る
可
能
性

も
あ
る
。
従
っ
て
、
Ｆ
Ｂ
に
対

す
る
課
税
は
、
現
状
通
り
個
人

に
対
し
て
行
う
べ
き
で
あ
る
。

雇
用
主
で
あ
る
法
人
に
課
税
す

る
よ
り
は
、
各
従
業
員
に
対
す

る
支
出
額
を
Ｆ
Ｂ
評
価
額
と
し

て
算
出
し
、
源
泉
徴
収
で
対
応

す
べ
き
で
あ
ろ
う
。

Ⅴ
�
時
代
に
沿
っ
た
「
あ
り
た
い
税
制
」

労
働
生
産
性
の
向
上
や
人
材

育
成
に
関
し
、
所
得
税
基
本
通

達
36‐

29
の
2
（
使
用
人
等
に

対
し
技
術
の
習
得
等
を
さ
せ
る

た
め
に
支
給
す
る
金
品
）
で

は
、
一
定
の
研
修
費
用
等
に
つ

い
て
は
非
課
税
と
さ
れ
て
い
る

が
、
政
府
が
推
し
進
め
て
い
る

学
び
直
し
の
観
点
か
ら
も
、
自

己
啓
発
、
自
己
研
鑽
を
含
め
職

務
の
遂
行
に
直
接
関
連
す
る
も

の
で
な
く
と
も
、
雇
用
主
の
承

認
を
条
件
に
非
課
税
枠
を
拡
げ

て
も
よ
い
の
で
は
な
い
か
。
加

え
て
、
所
得
拡
大
促
進
税
制
に

お
け
る
教
育
訓
練
費
の
増
加
に

か
か
る
税
額
控
除
率
の
上
乗
せ

と
い
っ
た
減
税
措
置
に
つ
い
て

も
、
さ
ら
な
る
拡
大
が
望
ま
れ

る
。次

に
、
働
き
方
改
革
は
、
働

く
方
々
の
健
康
を
守
る
こ
と
も

目
的
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
税
制

も
治
療
か
ら
予
防
へ
の
費
用
に

つ
い
て
も
医
療
費
控
除
の
対
象

と
す
る
こ
と
を
期
待
す
る
。
健

康
増
進
費
用
の
増
加
に
対
す
る

減
税
措
置
の
創
設
も
検
討
に
値

す
る
。

「
一
人
ひ
と
り
の
個
人
が
そ

の
事
情
に
応
じ
た
多
様
な
働
き

方
や
ラ
イ
フ
コ
ー
ス
を
選
択
で

き
、
誰
も
が
そ
の
能
力
を
思
う

存
分
発
揮
で
き
る
社
会
を
実
現

す
る
8
」
た
め
に
、
企
業
の
福

利
厚
生
の
一
層
の
活
用
が
期
待

さ
れ
る
。
福
利
厚
生
を
巡
る
環

境
変
化
の
ス
ピ
ー
ド
は
、
コ
ロ

ナ
禍
を
経
て
一
挙
に
増
し
た
感

が
あ
る
。
働
き
方
改
革
が
目
指

す
も
の
は
、
来
た
る
労
働
力
不

足
の
解
消
で
あ
り
、
従
業
員
の

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス

の
最
適
化
で
あ
ろ
う
。
こ
れ
に

つ
い
て
は
、
福
利
厚
生
制
度
の

活
用
に
よ
る
支
援
が
可
能
で
あ

る
。
そ
の
際
、
税
制
が
積
極
的

に
支
援
の
後
押
し
を
す
る
こ
と

が
望
ま
れ
る
。

1

可
児
俊
信
「
新
し
い
！
日
本

の
福
利
厚
生
」
労
務
研
究
所

（
2
0
1
9
年
）
18
頁
。

2

可
児
・
前
掲
注
1
、18
頁
。

3

日
本
経
営
者
団
体
連
盟
編
「
福

利
厚
生
合
理
化
の
基
本
方

向
」
日
本
経
営
者
団
体
連
盟

弘
報
部（
1
9
6
5
年
）35
頁
。

4

酒
井
貴
子
「
現
物
給
付
の
範

囲
と
課
税
の
あ
り
方
：
オ
ー

ス
ト
ラ
リ
ア
の
Ｆ
Ｂ
Ｔ
を
参

考
に
」
租
税
研
究
8
2
6
号

（
2
0
1
8
年
）、59
頁
。

5

酒
井
・
前
掲
注
4
、
59
頁
。

6

酒
井
・
前
掲
注
4
、
59
頁
。

7

酒
井
・
前
掲
注
4
、
60
頁
。

8

税
制
調
査
会
「
経
済
社
会
の

構
造
変
化
を
踏
ま
え
た
令
和

時
代
の
税
制
の
あ
り
方
」（
2

0
1
8
年
）
4
頁
。

フ
リ
ン
ジ
・
ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト
課
税
の

現
代
的
課
題
を
考
え
る

関口典子
【四谷】
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